
1

フィジカルインターネットフェス２０２６

モーダルコンビネーションWGの取組み

～鉄道モーダルシフトとPIの融合：パレット便/ハイブリッド便～

2026年 7月 3日
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モーダルコンビネーションWG 概要

主旨
物流の持続可能性向上を実現するため
生産性（ドライバー一人あたりの輸送力）と環境性（営業用トラックの約1/10）に優れた
輸送モードである鉄道コンテナ輸送をRe:Design
より社会的に活用されるモデルとして再構築することを目指す
幅広い参加者による協働・協議の場として
JPIC(ﾌｨｼﾞｶﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄｾﾝﾀｰ) PI実現コンソーシアムに「モーダルコンビネーションWG」を設置

当面の主要活動テーマ
①JR貨物＆利用運送事業者（※通運事業者）が、一般貨物運送事業者（※トラック事業者）と共同して実装する
「パレット単位でのトラック＆レールサービス（パレットレール便）」をフィジカルインター
ネットの具現化モデルとしてメンバーの協議・参画を通じてスピーディーに高度化

②鉄道コンテナ輸送をRe:Designしてモーダルコンビネーションを推進
特に、トラックと鉄道が平常時からもう一歩踏み込んだ連携運用をすることにより
災害時にも一定の輸送を確保するハイブリッド連携モデルについて、
荷主および物流事業者のメンバー間でその有用性･実現性を協議･共有し、
具現化モデルのパイロット実証化にこぎつけ、実装へつなげる



3

パレットレール便概要

トラック事業者がパレット単位で
持ち込み

（荷主依頼で、その事業者が集荷
して持ち込む場合を含む）

発荷主A

発物流拠点
（積替ＳＴ）

○○貨物
ターミナル

XX貨物
ターミナル

着物流拠点
（積替ＳＴ）

発荷主B

発荷主C

着荷主A

着荷主B

着荷主C

12ftコンテナ

A B C

JR貨物
グループ

コンテナに
積載し横持

コンテナのまま
横持後

積み下ろし

着トラック事業者
（域内の混載輸送）

発通運事業者

コンテナ内のパレットスペース予約管理は、既存の共同物流事業者のツールを使用

発トラック事業者 着通運事業者

ITフレンズで管理

・ 発荷主Ａ～Ｃ（発トラック事業者）は、積替ステーションへパレット単位で貨物を持ち込む。
・ 発通運事業者は積替ステーション等に持ち込まれた貨物をコンテナに積載し、ＪＲ貨物が発列車のエリアへ横持する
・ JR貨物が、発ターミナルから着ターミナルまで鉄道輸送する
・ 着通運事業者はＪＲ貨物が積替ステーション等に横持したコンテナから貨物を取卸し、地域の着トラック事業者に貨物を引き渡す
・ 着トラック事業者が納品先（着荷主Ａ～Ｃ）に配送する

以下のスキームを、JR貨物の回送コンテナのスペースを活用し、トラック事業者の協力のもとトライアルを実走。
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パレットレール便で実現すること

モーダルシフト推進

これまでは大ロット（コンテナ単位）が前提であった鉄道輸送の対象貨物を
中小ロット（パレット単位）まで活用範囲を拡大する。
SSTのオープンな混載輸送プラットフォームに、鉄道コンテナ輸送を加えることにより、
モーダルシフトが推進される。

トラック事業者の生産性向上（事業継続）
発トラック事業者は、利用運送を活用することで自社リソースの稼働を向上させ、
幹線トラック事業者は、片荷になりがちな区間で本サービスを活用することで稼働効率を高め、
着トラック事業者は、域内の配達業務を安定受注することで、経営効率が改善する。

社会課題解決（商慣行の変革）
発荷主企業（発トラック事業者）は、輸送原価に見合った適正対価の支払とコスト適正化の
両立を、シェア型物流の活用で実現する。
幹線物流事業者（トラック事業者＋ＪＲ）は、標準化された共同輸送の活用を通じて、
より少ない人員で効率的かつ環境負荷の低いサステナブルな輸送を実現する。
着荷主企業は、中小ロットでも事前情報に基づく安定した納品を享受し、パレット化と
合わせて荷役時間・荷待時間の低減を実現する。
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パレットレール便 トライアル区間 実走内容

・5/7までに、関係各処との調整を終えて、受注可能な環境を整備。平日は利用可能。
・WG参画企業を中心に複数社が、ご活用を検討中。（オペレーションもニーズに合わせて改善を検討。）
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1. なぜ導入を進めているのか（目的）
ドライバーの負担軽減（2024年問題への対応）

労働規制の強化により、トラックドライバーが日帰りで運べる距離が短くなりました。
省人化と輸送能力の維持を図ります。

災害時の強い味方（BCP対策）
大雪や地震で鉄道や幹線道路が寸断された際、トラックや船舶と鉄道のどちらか一方で優先貨物を運び続ける

ことができます。従来の「全部トラックにする」という非現実的な追加手配を防げます。

2. 一元的な運用と最適化
物流事業者等がトラックや船舶と鉄道をトータルで捉え、どちらの輸送モードを使うかを一元的に割り振ります。

３．物流拠点の強化中
ＪＲ貨物ではトラックと鉄道がスムーズに積み替えできる専用施設「積替ステーション」を全国で順次拡大

しています。また駅チカや港等の積替え場所の検討を始めています。

➡これにより、鉄道の「大量輸送・低炭素（CO2排出量はトラックの約10分の1）」というメリットと、
トラックの「柔軟性」をベストミックスで活用することが可能になります。

トラック・鉄道ハイブリッド連携モデル概要

ハイブリッド連携とは

トラックや船舶と鉄道の輸送を平常時から組み合わせて一元運用する仕組みです。
ドライバー不足と災害時の物流停止リスクという2つの課題を同時に解決するため、
実証・導入を進めている最新の物流手法です。
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トラック・鉄道ハイブリッド連携モデル（現在検討中のパイロットモデル）
①トラックをクロスドックしたBCP案 ex.宇都宮～名古屋

通常の鉄道コンテナ輸送 ➡パイロットモデル案

発荷主

駅

宇都宮タ

駅

名古屋タ 着荷主

宇都宮から名古屋(約500km)をトラックで日帰りは不可
➡宇都宮側および名古屋側から静岡貨物駅あるいは北長野駅でクロスドックすることにより日帰り運行可能に

②トラックのリレー方式のBCP案 ex.東京～福岡
通常の鉄道コンテナ輸送

発荷主

駅

東京タ

駅

福岡タ 着荷主

➡パイロットモデル案：東海道線が不通の場合

発荷主

駅

東京タ(積替え)

拠点

浜松

駅

京都貨物等(積替え)

駅

福岡タ 着荷主

➡パイロットモデル案：山陽線が不通の場合

発荷主

駅

東京タ

駅

京都貨物等(積替え)

拠点

広島

拠点

山口

駅

福岡タ等(積替え) 着荷主
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③船舶輸送と連携したハイブリッド連携案 ex.東京～札幌
通常の鉄道コンテナ輸送 ➡パイロットモデル案

発荷主

駅

隅田川 札幌タ 着荷主

バラ積みは積替えが困難
➡パレット積みを進めることで代替手段が広がる

発荷主

着荷主

港 港
着荷主

発荷主

「モーダルコンビネーションWG」スケジュール

トラック・鉄道ハイブリッド連携 トライアル実施（2026年7月～10月）

大規模な気象災害が発生した際、鉄道網の寸断から代行体制が整うまでには、通常約1週間のタイムラグが生じます。
この空白期間を埋めるための「トラック・鉄道ハイブリッド連携」のパイロットモデルを構築するトライアルを実施します。
止まらない物流網を、パートナー企業とともに共に創り上げていきます。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

ミーティング ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

JPICイベント 6/30PIコンソ 7/3PIフェス

4/24～予約受付開始 5/7～トライアル実施 10月～実装（東京タ・隅田川➡新潟タ・南松本、熊谷タ➡新潟タ)

5月‣6月：追加区間の意見交換　7月～トライアル区間の調査・検証・決定・実施 4月～実装

5/11SSTプレス

5/22国交省事業申請

5/28空コンテナ回送が多い区間の明示

５‣7月：パイロットモデル案の構築　　　7月～10月順次トライアル実施 　11月‣12月：調整 1月～実装

5/21北海道関係者と打合せ

5/28トライアル参加企業募集

　　 ➡利用運送事業者等への説明➡

2026年 2027年

トラック・鉄道

ハイブリッド連携

パレットレール便
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事務局
・ＪＲ貨物 関東支社
・ＳＳＴ オペレーション統括部

全体ミーティング
・WG運営/管理

・主要プロジェクト別の進捗管理

Mission
①パレットレール便
②トラック鉄道ハイブリッド連携

構成メンバー
日本貨物鉄道株式会社（ＪＲ貨物）
Sustainable Shared Transport株式会社（ＳＳＴ）
センコー株式会社
株式会社トクヤマ
ヤマト運輸株式会社
東京海上スマートモビリティ株式会社
芙蓉総合リース株式会社
丸全昭和運輸株式会社
三井化学株式会社
三菱ケミカル株式会社

※6月24日現在11社

ミーティングへ参加していただいた企業様
DHLサプライチェーンジャパン株式会社
DOWAエコシステム株式会社
株式会社NX総合研究所
サントリーロジスティクス株式会社
株式会社デンソー
株式会社ロジネットジャパン東日本
一般財団法人運輸総合研究所
熊谷通運株式会社
京葉臨海鉄道株式会社
住化ロジスティクス株式会社
高崎通運株式会社
東京福山通運株式会社
株式会社永谷園
日触物流株式会社
日本パレットプール株式会社
日本石油輸送株式会社
株式会社丸運
株式会社丸和通運

必要に応じてテーマを追加

WGの体制・構成メンバー（2026年6月24日現在)

当面の主要プロジェクト

幹事会
・ＪＲ貨物（篠部関東支社長）
・SST（髙野社長）
オブザーバー：JPIC

参画いただける企業様
ミーティングへの参加企業様

募集中！
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今後のモーダルコンビネーションWG展開の方向性

モーダルコンビネーションWGの議論を更に進め、 SSTと利用運送事業者がパレット化前提で連携することにより、
「パレットレール便×トラック鉄道ハイブリッド連携」の「幹線×ラストワンマイルの新しい形」を構築して、
フィジカルインターネットプラットフォームに近づけていく

●トラック鉄道ハイブリッド連携による鉄道の不安感緩和等の期待
①鉄道が寸断時のBCPを荷主と予め決める方式は、鉄道の不安感緩和、利用可能性向上を図ることが期待される
②複数事業者連携によるトラックリレー方式で幹線ルートを構築することで事業者同士の広がりが生まれる
③パレット化が前提となるため、代替手段多様化の利点からパレット化が促進される

●パレットレール便を展開するSSTと、鉄道貨物輸送を担う利用運送事業者等の連携を進める期待
パレットレール便の利点

①大口しか利用しづらかった鉄道コンテナを、パレット1枚の小口から共同利用できるため、手軽にモーダル
シフト（トラックから鉄道への転換）を実現

②幹線輸送を鉄道に代替することで、ドライバーの拘束時間を大幅に削減
③コンテナを貸し切らなくても鉄道輸送を活用でき、パレット単位の課金により無駄のない輸送コストを実現
④鉄道を活用することで、サプライチェーン全体の脱炭素化（カーボンニュートラル）に貢献

利用運送事業者との連携の期待
①鉄道網をフル活用することで、日本の深刻なドライバー不足を補完する持続可能な物流網の構築
②様々な企業の荷物が混載されるため、物流業界全体の積載効率を底上げ
③鉄道とトラックの幹線複線化・機動的組み合わせにより鉄道寸断時のBCP連携が可能
④緊締車に依らない集配・拠点積替方式により、利用運送事業者に加え一般トラック事業者リソースも有効活用


